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Abstract 
 
    Both Malaysia and Singapore used to be British colonies, but their language policies became 
different from each other after their independence. In 1957, when Malaysia became independent, 
the government of Malaysia adopted Malay as the national language in Malaysia and allowed 
people to use Malay and English as official languages for ten years. On the other hand, in 1965, 
when Singapore became independent, Singapore decided to use four languages, English, Malay, 
Chinese, and Tamil, as official languages. The government of Singapore encouraged people to 
become bilingual, speakers of both English and one of three languages, Malay, Chinese, or Tamil. 
People in Singapore, however, gradually have tended to use English mainly. As a result, 
Singapore has become famous as an English speaking countries. We would like to discuss three 
points. At first, we would discuss why Malaysia and Singapore adopted different language policies. 
Secondly, we would like to analyze how the difference of language policies in both countries has 
influenced societies in both countries. Thirdly, we would like to find out how the difference of 
language policies in both countries changed their attitude and consciousness toward their 
languages. 
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（Ⅰ） はじめに 
 
 シンガポールとマレーシアはイギリスの旧植民地でありながら、独立後は、それぞれの国家が抱える

様々な事情から、対照的な言語政策をとってきた。マレーシアは 1957 年の独立当初は暫定的に 10 年の

間、マレー語を国語と制定し、英語とマレー語（マレーシアではマレーシア語Bahasa Malyasiaと呼ん

でいる）を公用語として使用してきた。1 しかし 1969 年５月に生じた、マレー人と華人の間の民族衝

突を契機にして、マレーシアは国内に人口の 34%という多くの華人を抱えながらも2（1970 年の人口統計）、

1970 年以降ブミプトラ（土地の子）と呼ばれるマレー系の人々に対して、教育や雇用などの様々な面に

おいて優遇政策を押し進めてきた。3  

さらにマレーシアでは 1970 年以降は、言語政策として英語からの脱却をはかり、特に学校ではマレ

ー語を教育言語として積極的に教え、人々にマレー語を使用するように強く推進してきた。4しかし、2004

年以降は小学校で数学や理科を英語で教えはじめ、再び英語を重視する方針に変えている。5

  一方、シンガポールはマレーシアの一部であった２年間（1963 年から 1965 年まで）、ならびにマ

レーシアの独立後、合併協議が進んでいた時期(1959 年から 1962 年まで)は、マレーシアへの配慮から

マレー語を一時重視したものの、6   マレーシアから独立した 1965 年以降は、言語政策として学校の教

授言語を英語とそれぞれの民族の言語であるマレー語、中国語（マンダリン）、タミール語の中の一つ

を選択するバイリンガル政策を進めてきた。 しかし、1980 年には教育制度の見直しをし、英語により

比重を置き、マレー語や中国語を教授言語とする学校を閉鎖し、英語化政策を推し進めてきた。7  シン

ガポールが小国であり、さらにマレーシアとインドネシアというマレー系の国家に挟まれているという

政治地理的な理由のために、マレー人やマレー語を尊重しているという象徴的な意味を持たせて、シン

ガポールはマレー語を国語に制定している。また、マレー語、中国語、タミール語、英語が公用語とし

て認められているものの、議会、役場などの公的な場所では、事実上英語がこの小さな国家の国語と 
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して機能しているのが現実である。 

マレーシアは 60.6%という大多数をマレー系（先住民族を含む）の人が占め、マレー人が使用するマ

レー語を国語として制定したことは理解できるにしても、それでも国内に 28.1％もいる華人（両方とも

1991 年のセンサスによる）の意向を無視し、華語（マンダリン）を公用語の一つとしてすら頑なに認め

ていない。8また、教授言語も中等学校は私立校以外では華語を認めず、マレー語を教授言語として強力

に人々に使用するようにしてきた。マレーシアではいかなる理由でそのようになったのか、またそのよ

うになることが可能であったのかを解明したい。 

 また、シンガポールはリー・クアン・ユーをはじめ英語系華人の指導者たちが中心となって創設した

PAP（人民行動党）の一党独裁的な政治体制の下で、言語政策を進めてきた。しかし、その政策はリー・

クアン・ユーのような英語系指導者だけの強い信念からでできたものか、あるいは、このシンガポール

において考えられる言語政策の中で、当然なるべくしてなった、いわば歴史的な帰結として、半ば必然

的な結果であるのかどうかを明らかにしてみたい。  

シンガポールとマレーシアの言語政策に関しては、それぞれに関してすぐれた専攻研究がある。しか

し、シンガポールとマレーシアの言語政策を比較し、どうして両国の言語政策に大きな違いが生じたの

か、さらにその言語政策により、両国の社会や人々にどのような影響を与えたのかを比較し分析した研

究は少ない。そこで、本論文の前半では専攻研究を基にマレーシアとシンガポールの歴史を言語政策の

視点から振り返る。そして、シンガポールとマレーシアにおける言語政策を比較し、次に述べる３点を

本論文の結論の中で明らかにしてみたい。 

①このマレーシアとシンガポールの対照的な言語政策の違いはどうして生じたのか。 

②マレーシア、シンガポールそれぞれの言語政策は社会をどのように変えてきたのか。 

③マレーシア、シンガポールのそれぞれの言語政策は人々に、どのような意識の変化をもたらしたのか。 

 

（Ⅱ） マレー半島の植民地支配と言語政策  

  

１） マラッカ王国 

 1402 年から 1511 年にいたるマラッカ王国は、今日のマレー人社会の原形をなすものである。

その理由としては、この国家はマラヤ半島の最初のマレー人による王朝国家であり、この王朝の

スルタン・ムザハ・シャー(Muzaffar Shah)により、ヒンドゥー王朝からイスラム王朝へと改宗し

たからである。 しかし、この王朝はポルトガルの進出のために、1511 年に崩壊した。 

 

２）  マレー半島の植民地支配（イギリスの支配） 

シンガポールを含めマレー半島一体にヨーロッパ人が本格的に入ってくるのは 17 世紀になってから

である。マレー半島にはまずポルトガル人が入ってきたが、1641 年にマラッカをめぐってオランダがま

ずポルトガルから支配権を奪った。それ以来、中国（主に南部）から労働者を招き入れ、中国人がマレ

ー半島に住みつくようになった。その後、19 世紀初頭にはイギリスが進出してくるようになった。 9

イギリスはマレー半島およびシンガポールを、海峡植民地、マラヤ連邦州、マラヤ非連邦州の３つ

に分けていた、シンガポール、ペナン、マラッカの海峡植民地はいわゆる直轄の植民地であり英国民の

資格を持っていた。ペラク、セランゴール、ネグリ、センビラン、パハンは連邦州で保護領であり、名

目上の君主がいた。ジョホール、ケダー、ペルリス、ケランタン、トレンガスの非連邦州はイギリスの

保護下にあり、マラヤ連邦州、マラヤ非連邦州ともイギリス保護領住民という資格であった。10

 

３）英語学校の設立  

 19 世紀になりイギリスがマレー半島に進出するようになると、1812 年には早くもペナンにPenan Free 

Schoolという学校が創設された。やがて、この学校には次第に中国人の子どもたちが入学してくるよう

になり、1855 年ごろには大半を中国系の人たちが占めるようになった。11  同様に、1823 年にはシンガ

ポール、1826 年にはマラッカにfree schoolが設立された。12

このようにして、少しずつ英語を話す人々がこのペナンを始めマラッカやシンガポールに増えて行っ

たものと思われる。中国人の中にはペナン、マラッカ、シンガポールに住み着き、現地化しマレー語を

簡略化したバザール・マレーという言葉を話す人々（Babaと呼ばれている）も現れてきた。彼らは 1824

年に年にイギリスがペナン、マラッカ、シンガポールの３地域を海峡植民地として統一してからは、海

峡華人と呼ばれるようになった。海峡華人の数は 1842 年の段階で１万６千人になった。13  
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３）分割統治 

 シンガポールには 1819 年に東インド会社のSir  Thomas Stamford Rafflesが来てから開発が始っ

た。Rafflesはマレー人、中国からの移民、インドからの移民と居住区を分け、その従事する職業も異

なるようにしてシンガポールの開発を進めた。そのため、マレー人、中国系の移民、インド系の移民は

日常お互いに市場などで最低限の接触をする程度で、それぞれのコミュニティを作って、その中で生活

した。そのため、シンガポールに暮らしているという同胞意識は育つことがなかった。14  

  １９００年にはマラッカとシンガポールでイギリスへの忠誠と英語教育推進のための英籍海峡華人

公会(The Straits Chinese British Association)が結成された。 

 

４）中国語の学校、マレー語の学校 

  1829 年には広東人がシンガポールに学校を設立したことが記録にあるが、簡単な読み書きを教える

私塾のようなものであった。15 本格的な学校は 1854 年に、中国からの移民たちは子どもたちの教育の

ためにシンガポールに華語学校「萃英書院」が開設されたのが最初であった。16  一方イギリスはマレ

ー人のために初等学校を作り、イギリス人の下で働くための下級官吏を養成にあたった。中国語の学校

は中国から教師を招き、中国で使われていた教科書をそのまま使い、それぞれの出身の中国語の方言で

授業が行われてきた。しかし、20 世紀に入ると中国での辛亥革命等の影響を受けて、中国人としての民

族意識が高まり 1920 年ごろから次第に北京官話（マンダリン）で授業が行われるようになっていった。 
17  1937 年マラヤ全体では華語学校は 1028 校を数え、教師数 3139 人、学生数 71213 人に達していた。  
18 

５）日本の支配 

 1942 年から 1945 年まで、日本はマレー半島とシンガポールからイギリスを追い出して日本の支配下

においた。  1942 年４月には第 25 軍政総幹部は各州市長官に対し、「小学校再会に関する件」を出し、

公立の初等学校の再開を命じた。再開された学校は大部分がマレー語学校とタミール語学校であり、華

語学校はその大部分が私立学校であるため、このときにはほとんど再開されなかった。19  

 日本は中国系住民の中国本土との結びつきを警戒したために、中国系住民を厳しく弾圧し、華語学

校を次々と閉鎖に追い込んだ。一方マレー人には比較的懐柔政策をとり優遇した。 

戦前には 300 校あった英語学校は日本語学校とされた。1943 年には日本語能力検定試験制度が実施

された。日本語を初級から上級の３段階に大別し、各段階に応じた試験問題を課して、合格者にはそれ

ぞれの等級に応じた日本語手当と日本語能力章が与えられ、主として政庁職員と学校の教員に対して行

われた。20  

しかし、この日本の支配がマレーシア、シンガポールにおけるその後の言語政策に直接影響を与え

たとは言えない。しかし、日本の支配の下で、苦しんだ人々により、独立に対しての機運は大いに盛り

上がり、第二次世界大戦後イギリスからの独立運動へのきっかけとなった。 

当時抵抗勢力としては1926年に結成された共産主義青年同盟の流れを引くマラヤ共産党(MCP)であ

った。21

 

（Ⅲ） マレーシアとシンガポールの対照的な言語政策 

 

１ マレーシアの場合 

１） 第２次世界大戦後（独立まで）のマレーシアにおける言語政策 

 1945 年 8 月 15 日日本軍政が終わり、９月には再びイギリスがマレー半島に戻ってきた。MCPは

イギリス軍政局(the British Military Authority)と協力する姿勢をとった。22 1946 年４月イ

ギリスはスルタンの権限を制限したマラヤ連合（the Malayan Union）を発足させた。この年の

５月には教育政策に関する第 53 号議会報告(Educational Policy(Council Paper No.53),1946)が提出

された。それによれば、従来マラヤにあった英語、マレー語、華語、タミール語をそれぞれの教授言語

する４種類の民族語別の学校体系をそのまま認め、１）初等教育の無償化、２）初等教育での英語の必

修化、３）教育における男女の平等の実現が提言された。23

 このように当初は４言語を尊重する立場をとっていた。しかしマレー人の反発が強く、1946 年 3
月、統一マレー国民会議(the United Malay National Organization)が組織され、マレー人の支配

層はマラヤ連合反対の運動を展開した。MCP はマラヤ民主同盟と協力しマラヤ・シンガポールの 
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団体に統一戦線の結成を呼びかけ、全マラヤ統一行動協議会(All-Malayan Council of Joint Action)
を結成した。しかしイギリス政府は共産主義の台頭を嫌い、マレー人の要求を入れて、1948 年２

月マラヤ連邦成立(the Federation of Malaya)を成立させた。24  

1951 年にはマレー人教育に関する委員会報告(Report of the Committee on Malay Education 通

称バーンズ報告(Burns Report)が出された。これにより「華語およびタミール語を媒体とする学校

を廃止して、それに代えて英語とマレー語を教育媒体とする単一の国民学校制度を導入する。」が

提案された。25

同じ頃諮問委員会が設置されフェン・ウー(Fem-Wu Report)報告が出された。この中で「マラヤ

国民全体に一言語ないし二言語のみを厳格に強制することは、コミュニティ間の相互理解と国民統

合にとっての健全な環境を提供するものでない。」と先の委員会報告と相矛盾する内容であった。26

 その後 1952 教育令（Education Oridinance,1952)を植民地政府が公布した。それはバーンズ

報告をほぼ採用したものとなった。さらに、華語とタミール語を言語媒体とする学校をマレー語

へと漸次移行・統合して単一国民学校制度の実現をはかることとなり、中国語とタミール語は第

３言語として教えられるが、中国語学校およびタミール語学校は、国民教育制度の一部として受

け入れられなくなった。ここで、大きく言語政策がマレー語を重視する方向へと変わっていった。
27 28 

この方針に対して、華語学校教員組合（Chinese School Teachers Association CSTA)と華語

学校董事會(Chinese School Committee Association CSTA)が共同綱領を発表して、次の３点を

主張した。①基本的人権としての教育の自由②言語、教育、文化を保護・育成することについて

の華人コミュニティの共通の願望を主張し、具体的には 1）華語を媒体とする華語学校の存続を

法的に保証する。2)華語学校を政府の国民教育制度のなかに組む込み、十分な財政的補助を与え

る。③華語を公用語とする。29  

 1956 年にはラザク委員会が報告書を提出した。それにはよれば、マレー語と英語を教授用語

とすることを目指したバーンズ報告とは異なり、将来はマレー語を主要な教授用語とする教育が

目指されることになった。この報告書が、独立後の基本的な言語政策となっていった。30  

 1957 年８月には 1957 年マラヤ連邦憲法(Constitution of the Federation of Malaya、1957)

が施行され、マレーシアは正式に独立した。その憲法の 152 条第１項において「マレー語を国語

とする」ことが明確に規定された。同時に２項には「独立以降 10 年間は議会が定めた期間内にお

いて、連邦議会の上下院および州議会での討論、さらにその他のすべての公的目的のために英語を

使用することができる」となっていて、英語の使用が認められた。31

 

２）独立以降のマレーシアの言語政策 

    マレーシアは独立時にマレー語を国語と制定し、1958 年にはマレー語を教授言語とする中等学校

が誕生した。32 こうしてマレー語を公立学校の中心におきマレー語教育を推し進めた。こうした動きに

対して、華語系華人の強い反対があったが、華人のエリートで政府の一役を担う華人のMCA(馬華公会)

は政府に対して強くは反対しなかった。その理由としては、当時の英語派指導者の本音は「マレー語の

政治的地位を認め、実際の公用語や学術用の主要用語としては英語を使い、華語は一般社会での日常的

用途に限定する。」ぐらいであり、華語公用語や華語教育問題については関心が低かったためである。
33 その後粘り強い華人の運動の結果、1968 年には独立大学準備委員会が設置され、1969 年には政府は

独立大学有限公司の設置を認めた。しかしその５日後 5.13 事件と呼ばれる、マレー人と華人の人種抗

争が勃発した。これを契機に政府はマレー人優遇政策（ブミプトラ政策）を進めていった。そして、華

語学校を次々に閉鎖に追い込んでいった。 

  また、華語をマレーシアの公用語とする運動については、折に触れて起きたものの、華人はまず華

語学校を守ることに精力を費やした。 

 

３）New Economic Policy 時代(1971-1990)の言語政策 

 1971 年ラザク首相が打ち出した New Economic Policy（通称 NEP）ではブミプトラ（土地の子）政策

が推進された。それは①貧困の除去と②民族間、の経済格差の解消を目めさしていた。また 1969 年５

月に出されていた非常事態宣言も 1972 年２月に解除された。そして議会が再開され、次の４点は国会

討議を含む公開討議を禁止する憲法改正が可決された。 

① マレー人の特権②マレー語の公用語としての地位③スルタンの地位④非マレー人の市民権お 
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よび彼らの言語の公用目的以外の使用34 

  さらに 1973 年、公用語を国語のマレー語(Bahasa Malaysia)のみに限る原則を作り、中国語やタミー

ル語はもとより、英語まで公用語として使用しないという方向を明確にした。そして、国語でありマレ

ー語の普及を徹底しておこなった。35

 このために、マレー語以外の言語権問題については議論することは事実上できなくなった。その後

1980 年８月、1956 年にシンガポールに華語高等教育機関として開校した南洋大学が年閉鎖された。こ

れを契機に一度消えてしまった「独立大学」設立の許可を求めて華人教育関係者は高等裁判所に訴訟運

動を起こしたが、設立許可は却下された。その後も 1982 年２月には連邦裁判所に再審を求めて控訴し

た。しかしこれもまた却下となった。36

 さらに、1987 年９月にはマラッカ州の華語国民型小学校へ、華語の分からない教師を管理職に任命し

ようとした事に対して、華人団体から撤回を求める声があがった。37  これが大きく政治問題となり、

一時は 1969 年の人種衝突時のような雰囲気になった。10 月下旬には国内治安法により華人教育関係者

を含む 106 人が逮捕された。このように、中国系の人々の間には政府の言語問題に関わる教育政策に対

して、不満がくすぶり続けた。38

 

２） 華語の価値の見直し 

1991 年よりNational Development Policy(通称NDP)が始まった。基本的なマレー人優遇政策は変わら

なかったが、少し柔軟な政策になってきた。その一つが経済的に発展する中国との関係から、華語の価

値を政府が認めたことである。すでに 1988 年８月には教育省が華語学習を奨励している。39 1993 年 11

月には教育省が政府立中等学校に対して、生徒が公的修了試験で華語を試験科目として選択受験するこ

とを認め、華人以外の学生の華語受験も奨励した。40  さらに、1996 年４月、教育省は 2000 年までにマ

レー系の学校を含む国内すべての小学校で華語を正規の科目に導入する計画を発表した。 

1996 年 12 月、「1996 年教育法」が連邦議会で可決した。これにより、国民教育には含まれなかった

私立の華文独立中学も国民教育機関に中に位置づけられた。 

また、私立高等教育機関「新紀元学院(The New Era College)が 1998 年に開学した。この中の中国文

学のコースだけではあるが、ここでは教授言語を華語とすることが認められた。41こうしてようやく華

語を教授言語とする高等教育機関ができたことになる。 

 

 ２ シンガポールの場合 

 

１）第二次世界大戦後（1959 年まで）の言語政策 

  1946 年 10 月にイギリスはマラヤ連合(Malayan Union)を発足させると、シンガポールはマラヤから

分離され単独の植民地となった。その後 1947 年にイギリスは「教育１０年計画(the Ten-Year 
Education Plan of 1947)」を発表した。それにはすべての言語別学校の初等教育の無料化を柱とす

るものであった。42  したがってこの時点ではまだ英語化政策は現れていない。 
  1956 には報告書（The Report of the All-Party Committee of the Singapore Legislative Assembly 
on Chinese Education) が発表された。その内容は次の通りである。①すべての言語別学校を公的に

認可し、政府の補助の対象とする。②シンガポールの主要言語（英語、華語、マレー語、タミル語）を

公用語とし、マレーを国語とする。③初等教育での二言語政策（英校の場合は英語と他の三言語の中か

ら一つ選択、華校の場合は華語と英語） 中等教育での三言語政策（初等教育でマレー語を選択してい

ない場合はマレー語、他は選択）を義務化する。 ④新しいカリキュラムと教科書によってすべての児

童・生徒にシンガポールへのアイデンティティを持たせる。43

  以上のように２言語政策が明示された。しかし、1949 年に設立されたマラヤ大学’(University 
of Malaya)では、入学のためには高い英語の能力が必要とされ、華語の学校の卒業生の入学は不可

能であった。そのため英語で教育を受けたものが、進学や就職でも有利になることになっていった。
44

  
２）マレー化政策 

1959 年の選挙で圧勝したリー・クアン・ユーが率いるPAP(人民行動党)はマレー化制策を進めていっ

た。具体的には国語をマレー語とし、その習得は大学を含む各学校に義務付け、小中学校の教員や公務

員を対象とするマレー語試験の実施、さらには国語習慣(National Language Week)を設けて非マレー系
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によるマレー語エッセイコンテストを実施するなど、非マレー人のマレー語習得をめざした様々な政策

や試みが繰り広げられた。公用語は英語、華語、タミール語とされたが、英語は「国際語」であり、科

学技術の言語」として重視されたため、実際にはマレー語と英語の強化であった。さらに政府内にマレ

ー人教育諮問委員会(Malay Educational Advisory Committee)を設立し、教育委員会が中心になってマ

レー人居住区に学校やコミュニティーセンターを設置して、彼らの生活や社会的地位の向上を図った。

また、初のマレー語中学校も設置された。45

1959 年に始まった第一次教育５ケ年計画においては、「シンガポールにおいてはマレー語、マンダリ

ン、タミール語、英語による教育が平等に取り扱われること。政府はすべての市民に平等な機会を与え

なければならない。平等な機会とはマレー語。マンダリン、タミール語、英語であれ、教授言語を選択

する自由を意味する。」となっていて、建前は４言語の平等な扱いとなっていた。46

シンガポール自治政府（当時独立していないのでこのように表現するは）当時マレー化政策を進めた

が、マレーシアとの合併協議の時期やマレーシアの一部になった２年間（１９６３年から１９６５年）

の間をのぞき、その後は２言語政策そして英語重視の言語政策を進めていった。 

 

３） ２言語政策から英語重視の政策へ 

 

   1965 年８月シンガポールはマレーシアから分離独立した。この独立はシンガポールの人々にとって

突然のものであった。この小国が国家としていかに存続するかということが、死活問題であった。 

 

① ２言語政策 （1965 年 － 1979 年）   

   シンガポールは独立後、２言語政策が正式な教育政策となった。 ２言語とは英語と母語のことであ

る。マレー系の人々の母語であるマレー語は方言差が比較的少なく問題はない。しかし中国系の人々に

とっての母語というのは、実際には各方言のことである。しかし政府は中国系の母語はマンダリンであ

るとした。また、インド系の人々にとっても、母語は実際にはさまざまな異なる言語であるにも関わら

ず、母語はタミール語とされた。47

 

② 能力別言語教育 （1980 - ） 

   1978 年リー首相は、「① ２言語を完全にマスターできるのは３～５％ ②１言語を完全にマスタ

ーし、第２言語もかなりの程度に達するのは 10～15％ ③ １言語をマスターし、第２言語を読んだり、

理解したりすることはできるが、書くことが第１言語のようにいかないものは 40～50％ ④ １言語し

か理解できず、中学へは進学できない者約 30％  教学方法と時間をうまく合致させ、言語環境を変え

れば 12 年から 15 年の後には、人口の約 80％の人々が２言語をマスターできる。」と述べた。48

  この発言を受けて言語政策の見直しがなされ、1980 年より能力別言語教育が行われるようになった。

これは初等教育３年終了時に３つのコースに分ける試験があり、それにより通常コース、長期コース、

単一言語コースに分けられた。単一言語コース（５年間）に進んだものは、終了後職業訓練校に進み就

職することになった。通常コース（３年間）、長期コース（５年間）に進んだ者は、終了後PSLEと呼ば

れる初等教育修了試験を受け、成績順に特別、至急、通常の３コースに振り分けられた。49

 

③ 英語学校に統一 

 政府は 1965 年以降特に英語重視の教育を進めてきたため、1979 年代後半から華語学校、マレー語学

校、タミール語学校から英語学校へと急速に子どもたちは入学するようになった。そのため、1987 年か

らすべての小学校を英語学校とすることにした。50

  

４ ひとびとはどのくらい英語を使うようになったか 

 

Singapore Census of Population 1990 によればシンガポールの人口は約 301.6 万人であり、その内

中国系が約 225.2 万人で 77.7％、マレー系が約 40.8 万人で 14.1％、インド系が約 22.9 万人で 7.1％、

その他が約 12.6 万人で 1.1％を占めている。 

 同じくこの統計によれば、家庭における使用言語は 1980 年から 1990 年の間に次のように推移してい

る。全体では英語は1980年は11.6％、1990年には20.8％となっている。中国系では1980年には10.2％、

1990 年には 21.4％、マレー系では 1980 年に 2.3％、1990 年に 5.7％、インド系では 1980 年には 24.3％、
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1990 年には 34.3％となっている。 

 この調査から中国系とインド系の人々の間で英語を家庭で使う割合が増加しているが、マレー系では

あまり増えていないことが分かる。このことから全体的には政府の進める言語政策により、英語を家庭

で使う人々が増えていることが分かる。 

  

３）Speak Mandarin Campaign 

  シンガポールでは華人が 77.7％（1990 年のcensusによる）という圧倒的な多数を占めているが、独

立当初は華語（マンダリン）を話すものは少数でありほとんどは福建方言、潮州方言、広東方言、客家

方言などの方言を話していた。51 そこで政府は 1979 年 11 月Speak Mandarin Campaignを始めた。これ

はシンガポール華人の共通語としてマンダリンを使うようにしようという運動であり、その目標として

５年以内に若い華人がマンダリンで話せるようにすること、そして 10 年以内には喫茶店やホーカーセ

ンター（露店の建ち並ぶ商店街）では使用言語をマンダリンにしようというものであった。52 政府は 1981

年11月に広東語テレビドラマを突然打ち切り、1982年からはすべての中国語番組を華語に切り替えた。
53 この運動はすでに英語化政策が軌道にのっている時期であり、華人の方言に対する愛着から、マンダ

リンに切り替えることで、シンガポールの華人としての共通のアイデンティティを持たせようとした政

府の試みであるとも取ることができる。しかし、この運動は華語系の華人に対しての配慮とも考えられ

る。54

   

４）Speak Good English 

 シンガポールでは 1987 年にすべての小学校が英語学校に切り替わるなど、英語が事実上の国語とし

て浸透していったものの、Singlishとよばれる独特な英語が広く使われている。55 このため、今もアメ

リカなどからの旅行者などからわかりにくいという指摘がある。56

このため 1999 年８月この運動が始まった。大原(2000)は「国内に向けて洗練された英語使用を推進す

るとともに、国外に向けて、近代国家として、国際社会の一員であることを、もう一度アピールすると

いう２つの顔を持つと言える。」と述べている。57 

  

（Ⅲ） 結論 

１）マレーシアとシンガポールの対照的な言語政策の違いはどうして生じたのか。 

 

マレーシアとシンガポールのそれぞれを構成するエスニック・グループ、つまりマレー人、華人、

インド系の人々の構成の比率が決定的な要因であると思われる。マレーシアでマレー人が過半数を占め

ていることがマレー語重視につながっていると思われる。さらにマレーシアがイギリスから独立した当

初は、華人やインド系の人々は自分たちはマレーシア人であるという意識は薄く、それぞれ中国やイン

ドに対して、自らのアイデンティティのよりどころにしていた。そのため、華人やインド系の人々は独

立後マレーシアを国家として維持していくための言語政策などの諸政策にあまり深く関わろうとしな

かった。マレーシア政府は英語を１０年間の暫定期間公用語として認めたものの、マレー語を国語とし

て、言語政策を推し進めてきた。また、独立当初はマレーシアには国内にマラヤ共産党という共産主義

勢力を抱えていていたため、1949 年の中華人民共和国の建国が影響して、国内へ革命が流入することを

マレーシア政府は恐れた。そのために、国内に 27%もの華人を抱えていたものの、マレーシア政府は中

国語を公用語の一つとしても認めるわけにはいかなかった。さらに、独立当初は多くの華人は中国の国

籍のままであり、華人は外国人という意識が政府内にも強かったのではないかと思われる。 

 一方で、シンガポールは華人が大多数を占める小さな島国であり、マレーシアから独立にいたる過程

も、様々な利害の対立から、マレーシアから半ば一方的に否応なく切り離されたのが現実である。また、

独立した当時はマレーシアとインドネシアという相対立する２つのマレー系の大国に挟まれ、淡路島程

度の小さな島国の国家が生き延びるために、「生き残りのイデオロギー」を模索していた。58 天然の資

源もなく、ただ人間のみが資源であるというシンガポールが生き残るには、マレーシアとインドネシア

を刺激しないようにすることが重要であった。そのため、華人が大部分であるとはいえ、中国語（マン

ダリン）を国語とすることは、1949 年の中華人民共和国の建国により、国内での共産主義者の台頭を押

さえる必要があったために、当然ながら中国語を国語とすることはできなかった。また、中国語（マン

ダリン）を母語とする人々は少なく、福建語が華人の間では一番よく使われていた。この小さな島国が

生き残るためには、国際的な認知がなによりも必要であり、国際社会に開かれた社会やそれに見合う人
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材を養成することが急務であった。そのためには、旧宗主国イギリスの残した英語が受け継ぐ遺産とし

ては、便利であり現実的でもあった。さらにシンガポールに当時残っていたイギリスの基地が提供する

労働者の雇用は、経済的にも無視できない大きな存在であったし、政治的にも親イギリス政府を建設す

ることが生き残るために好都合であった。そのため、英語を公用語とすることで、それらの問題の解決

に役立ったと思われる。さらに中国語（マンダリン）、マレー語、タミール語を公用語とする一方で、

華人、マレー人、インド系の住民にとって、言語としては中立的な英語を公用語にすることで、言語問

題を民族間の対立の火種にしないという政府の計算もあったものと思われる。59

  

２） マレーシア、シンガポールそれぞれの言語政策が人々や社会に与えた影響 
  

シンガポールでの英語化政策については成功したものと思われる。その理由としてはすでに 1990

年のCensusで明らかなように、職場や役場などの公的な場面ではもちろんのこと、家庭においても英語

の使用が確実に増加している。また、英語が十分に使える人とそうでない人との間に、収入や雇用の面

で明らかに異なるという調査報告もある。60 今後シンガポールはいっそう英語社会になっていき、やが

て母語を英語とする人々が多数になっていくものと予想される。そしてアメリカ合衆国やイギリスのよ

うに、シンガポールは英語国家として国際社会の中で認識されるだろうと思われる。 

  一方マレーシアの方は、言語政策をめぐる動きは、独立以来かなり政治的にも緊張したものがあっ

た。華人には公用語として中国語を制定しようとする動きは根強くあったものの、英語系華人のエリー

トが中心となる政党のMCA（マレーシアの中で与党の一員である）からは逆に押さえ込まれてきた。教

育の面では公立の初等学校では、華人やインド系の人々には中国語もタミール語も、教育言語として認

められているが、公立の中等学校は認められておらず、私立の中等学校だけに認められている。さらに

大学などの高等教育機関では原則としてマレー語だけで教育が行われており、華人やインド系の人々は

マレー語を教育言語とする公立の中等学校に行かなければ、マレーシアでの高等教育を受けるにはきわ

めて困難な現実がある。このため、華人やインド系の人々は次第にマレー語を教授言語とする公立の学

校に行くようになった。しかし、英語を重視する華人やインド系の中産階級の人々の中には、イギリス

やオーストラリア等に子供たちを留学させて、高等教育を受けさせる者がいるのが現実である。61

  1990 年代から政府のマレー人への優遇政策はやや緩和してきた。それは経済的に発展を続ける中国

との関係から、華語の学習を政府が進めるようになったことに現れている。1998 年には、私立の高等教

育機関である新紀元学院が開学し、一部ではあるが華語を教授言語とすることが認められている。しか

し、これで中国系の人々が満足したとは思えない。 

また、2004 年以降、英語を教育言語して数学や理科を小学校から教え始めてきた。しかし今までの

言語政策の流れから予測すると、シンガポールのように英語を事実上の国語にすることもないであろう

し、公用語の１つにすらしないだろうと思われる。今後も基本的にはマレー人優遇政策を続けていくも

のと思われる。基本的な枠組みを守りながらも、マレーシア政府の言語政策には紆余曲折があるだろう

と思われる。言語政策がどのように教育政策に反映され、マレー系以外の人々がどのように反応してい

くか注目に値する。 

 

３) マレーシア、シンガポールそれぞれの言語政策が人々の意識に与えた影響 

 

① シンガポールの場合 

  シンガポールとマレーシアの華人の言語に対する意識は大きく異なる。シンガポールにおいては華

人はマジョリティであるものの、英語で教育を受けた華人と、華語（マンダリン）で教育を受けたもの

とは、その価値観や生活様式は大きく異なると言われている。 

英語で教育を受けた華人は、その他の英語で教育を受けたエスニックグループ（マレー系、インド

系）の人々と共有する価値観は、同じ華人で華語（マンダリン）で教育を受けた人よりも多いと言われ

ている。62 華語で教育を受けた人は同じ方言のグループの者同士が固まる傾向があり、華語に自分た

ちのアイデンティティを重ね合わし、意識はまだ中国本土から脱し切れていない。 

ところが、英語で教育を受けた者は、華語や中国には特別な思い入れはない。シンガポールの英語

重視の言語政策により、華語系華人は次第にマイノリティに追いやられ、英語系華人が増加していった。 

インド系の人々はシンガポールではマイノリティであり、英語化政策でいち早く英語に切り替えて、

自分たちの言語から離れていった。インド系の言語ではタミール語が公用語として認められために、タ

ミール語以外を母語とする人々は、学校でも教育言語としてタミール語を選択せず、使用する言語もい
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ち早く他の言語に切り替えたものと思われる。 

マレー系の人々はシンガポールではマイノリティであるものの、隣国のマレーシア、インドネシア

がマレー系の国家でもあり、インド系の人々ほどは言語を切り替えていない。シンガポールでは名目上

マレー語が国語に指定されているものの、英語が事実上の国語として扱われ、人々は英語の使用を通じ

て、次第にシンガポール人としての意識を持つようになったと思われる。 

 

② マレーシアの場合  

マレーシアでは華人の華語に対する思いはシンガポールとはかなり趣を異にする。マレーシアでは

1970 年以降、プミプドラ政策（マレー系住民の優遇政策）の下で、マレー語（Bahasa Malaysia）を強

力に押し進めたために、華人はマイノリティーとしての悲哀を味わうようになった。そのため、華人は

自らのアイデンティティの証として、華語にたいしての思い入れがひときわ強いものがあった。そのた

めマレー語の習得や、イスラムに改宗するには抵抗があり、マレー社会には容易には同化できなかった。

ただし少数ながら、早くからマレー半島に来た華人の中には、シンガポール、マラッカ、ペナンなどに

マレー社会に同化したBabaと呼ばれる華人がいた。彼らはマレー語と華語との間にできたバザール・マ

レーと呼ばれるクレオールを使っていた。63

しかしマレーシアの華人の上層部は自分たちの利益を守るために、マレー人とむすびつき、政治的

な協定を結び、政治的な決定に一定の影響力を持とうとした。彼らはほとんどが英語系の華人である。

ところが 1970 年以降は公立の英語学校は順次マレー語を教授言語とする国民学校に統合され、1975 年

には完了した。英語系華人のよりどころとなる英語学校がなくなり、英語系華人と華語系華人は接近す

ることになった。 
一方マレー系の人々は多数であり、いろいろな面で優遇政策（プミプドラ政策）が実施され、国語

がマレー語になり、1970 年代には高等教育機関まで英語からマレー語に教育言語も変わり、マレー人

として自信と誇りを取り戻した。1990 年代以降、華語が見直されてきたものの、マレー人と華人やイ

ンド系の人々との共存の道はまだ見つかったとはいえない。1969 以降、エスニックグループ間で武力

衝突はないものの、マレーシア内部に緊張を依然として抱えている 。今後マレーシア政府が、マレー

シアを多民族国家として認識し、華人、インド系の人々をどのように国家統合の中に組み込み国家建設

を進めていくか、とりわけ言語政策面が注目される。 
また、2004 年から始まった英語教育重視の政策が、華人や、インド系の人々を取り込む戦略になり

うるのか、注意に値する。 
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